
～ 給与勧告の仕組みと本年の勧告について ～

令和６年１０月
長崎県人事委員会

【 内 容 】

１ 給与勧告の対象職員
２ 給与勧告の仕組みと手順
３ 公民給与の比較方法（ラスパイレス比較）
４ 民間給与との比較
５ 本年の給与改定について
６ 給与制度のアップデートについて
７ 最近の給与勧告の状況（行政職）
８ 最近の給与水準（行政職）



１ 給与勧告の対象職員

本年の給与勧告の対象となっている職員は、下表のとおりです。

職員数（人） 平均年齢（歳）

令和５年
４月

令和６年
４月

増 減
令和５年
４月

令和６年
４月

増 減

行 政 職 4,215 4,199 △ 16 41.8 41.5 △ 0.3

公 安 職 3,031 3,014 △ 17 38.1 38.2 0.1

海 事 職 72 73 1 46.0 46.0 0

教育職（二） 3,127 3,088 △39 44.4 44.3 △ 0.1

教育職（三） 7,188 7,080 △108 44.2 43.7 △ 0.5

研 究 職 166 159 △7 43.8 43.3 △ 0.5

医療職（一） 21 21 0 49.4 49.3 △ 0.1

医療職（二） 208 193 △15 44.2 44.7 0.5

医療職（三） 124 124 0 42.6 42.7 0.1

計 18,152 17,951 △ 201 42.7 42.4 △ 0.3

※ この表には再任用職員は含まない。

給料表

項 目



企業規模及び事業所規模が正社員50人以上の県内民間事業所451事業所
のうちから人事院が層化無作為抽出法により140事業所を抽出

（個人別給与４月分）

行政職、公安職、教育職等

を調査

民間給与の調査（実地） ※全国共通、人事院と共同調査

県職員給与実態調査

事業所別調査

事務・技術関係従業員の４月分実支給額
（工員等の職種は調査の対象外）

給与改定や諸手
当の支給状況

賞与等の特別給の支給状況
（令和５年８月から

令和６年７月まで）

県職員の年間支給月数と比較
民間企業従業員と県職員（行政職）の４月分給与を精密に比較

（ラスパイレス方式による公民給与較差の算出）

給料表・手当の改定等の内容検討・決定

人事委員会報告・勧告

県議会 県知事

（改正給与条例の審議・決定） （勧告の取扱い決定）

従業員別調査

給与条例等改正議案提出

情 勢 適 応 の 原 則
均 衡 の 原 則

人事院の給与勧告
他都道府県等の動向

※ ラスパイレス方式

役職段階、学歴、年齢階層を同じく
する者同士の給与を比較

人事院の給与勧告と同じ仕組み

・公務員と民間の給与及びボーナスを調査した上で、精密に
比較し、勧告を実施
・民間給与の調査(全国共通)は人事院との共同調査。比較
の方法は人事院と同じ

２ 給与勧告の仕組みと手順



３ 公民給与の比較方法（ラスパイレス比較）

個々の県職員に民間の給与額を支給したとすれば、これに要する支給総額（Ａ）が、現に支払っている支給総

額（Ｂ）に比べてどの程度の差があるかを算出しています。
具体的には、以下のとおり、役職段階、学歴、年齢階層別の県職員の平均給与と、これと条件を同じくする

民間の平均給与のそれぞれに県職員数を乗じた総額を算出し、両者の水準を比較しています。

（役職段階）
（学 歴）

（年齢階層）

（民間給与総額（Ａ）） （県職員給与総額（Ｂ））
26･27歳

24･25歳

県職員：
行政職

民間：
事務・技術
関 係 職 種

大学卒

短大卒

高校卒

中学卒

各役職段階ごとに「１級 (係員)」と
同様に学歴別、年齢階層別に民間
給与及び県職員給与を算定

本年の較差（ａ－ｂ） １０，２７７円（２．８０％）

22・23歳

20・21歳

18・19歳

16・17歳

民間給与×県職員数

民間給与×県職員数

民間給与×県職員数

民間給与×県職員数

民間給与総額
÷県職員総数

＝ ３７７，８５５円（ａ）

(注)

民間の役職段階

は企業規模５００

人以上の事業所

の場合です

（次ページ参照）

県職員給与×県職員数

県職員給与×県職員数

県職員給与×県職員数

県職員給与×県職員数

県職員給与総額
÷県職員総数

＝ ３６７，５７８円（ｂ）

１級:主事 係員

２級:主事 主任

３級:主任主事･
係長

４級:係長･
課長補佐

７級:課長･
部次長

８級:部次長･
部長

９級:部長 部長等

５級:課長補佐 課長代理

６級:課長 課長代理

係長

係長

課長

課長

県職員 民間 (注) （年齢階層）



（参考）公民給与の比較における対応関係

（注） 係制を採っていない事業所において、課長代理以上に直属し、かつ、直属の部下を有する主任については、
係長に含めている。

行政職給料表
企業規模500人以上
の事業所

企業規模100人以上
500人未満の事業所

企業規模50人以上
100人未満の事業所

９級
支店長、工場長、
部長、部次長

８級
課 長

支店長、工場長、
部長、部次長

７級
支店長、工場長、
部長、部次長

６級
課長代理 課 長

５級 課 長

４級
係 長

課長代理 課長代理

３級 係 長 係 長

２級 主 任 主 任 主 任

１級 係 員 係 員 係 員



民間給与

３７７，８５５円

４ 民間給与との比較

民間給与が県職員の給与を１０，２７７円上回っていました。

民間の支給割合（４．60月）が県職員の支給月数（４．5０月）を上回っていました。

比較 県職員給与

３６７，５７８円

較差１０，２７７円

給料9,791円

はね返り分373円

改定

改定額 １０，１６４円

内訳

（注）「はね返り分」とは、地
域手当等のように給料等の
一定割合で手当額が定め
られているため、給料等の
改定に伴い手当額が増減
する分をいう。

月 例 給

特 別 給（ ボ ー ナ ス ）

※ 本年度の新規学卒者は含まない。



５ 本年の給与改定について（その１）

行政職給料表は、人事院勧告の内容に準じ、以下のとおり初任給を引き上げるととも

に、若年層に特に重点を置きつつ、おおむね３０歳台後半までの職員に重点を置いて、全て

の職員を対象に引上げ改定

その他の給料表も、行政職給料表との均衡を考慮し引上げ

〇初任給（行政職）

大学卒 １９６，２００円 → ２２０，０００円（＋２３，８００円）

短大卒 １７９，１００円 → ２０４，４００円（＋２５，３００円）

高校卒 １６６，６００円 → １８８，０００円（＋２１，４００円）

１. 給 料 表



５ 本年の給与改定について（その２）

６月期 １２月期

令和６年度 期末手当
勤勉手当

１．２２５ 月（支給済み）
１．０２５ 月（支給済み）

１．２７５ 月（現行１．２２５月）
１．０７５ 月（現行１．０２５月）

令和７年度 期末手当
以降 勤勉手当

１．２５０ 月
１．０５０ 月

１．２５０ 月
１．０５０ 月

期末・勤勉手当（ボーナス）

年間の支給月数を現行の４．５０月分から、０．１０月分引き上げて４．６０月分に改定

２. 諸 手 当



５ 本年の給与改定について（その３）

現 行 改定後 改定額 内 訳

３５７，５３１円 ３６７，６９５円
１０，１６４円

（２．８４％）

給 料 ９，７９１円

はね返り分 ３７３円

現 行 改定後 改定額

５，９２５千円 ６，１３３千円
２０８千円

（３．５１％）

行政職（人員 ４，１９９人、平均年齢４１．5歳）

令和６年４月１日

勧告どおりに改定された場合の１人当たりの改定状況（行政職）

実施時期

給与月額

（参考） 年間給与

※ 本年度の新規学卒者を含む。



６ 給与制度のアップデート （その１）

人事院は、「人材の確保」「組織パフォーマンスの向上」「Well-being実現に向けた環境整備」

といった人事管理上の重点課題に対し、給与面から取り組むために、給与制度のアップデート

として俸給表や諸手当等の見直しを実施。

本県においても、地方公務員法の均衡の原則等に基づき、人事院の報告及び勧告を踏まえた

見直しを行う必要。

① 給料表

人事院勧告の内容に準じ、新たな給料表に切り替える必要
・初任給や若年層の給料月額の大幅引上げ（令和６年４月に先行実施）
・行政職給料表８級以上を職務や職責をより重視した給料体系に見直し

② 地域手当

人事院勧告の内容に準じ、級地区分及び支給地域・支給割合を見直す必要
（長崎県内は支給対象外（長崎市３%→０%））

主な改定すべき事項



６ 社会と公務の変化に応じた給与制度の整備（その２）

④ 定年前再任用短時間勤務職員等の諸手当

人事院勧告の内容に準じ、支給対象手当に住居手当等を新たに加えるよう見直す必要

実施時期

・令和７年４月１日から実施
・地域手当及び扶養手当については、人事院勧告の内容に準じ、段階的に実施

③ 扶養手当

人事院勧告の内容に準じ、配偶者に係る手当を廃止し、子に係る手当を引き上げる必要
（配偶者：6,500円→0円、子：10,000円→13,000円）



７ 最近の給与勧告の状況（行政職）
本県の平成２１年から本年までの給与勧告の状況は下表のとおりです。

月例給 特別給（ボーナス） 年間給与

改定額 改定率
年間支給
月数

対前年比
増減

増減額 率

平成２１年 △９７８円 △０．２５％ ４．１５月 △０．３５月 △１５７千円 △２．４％

平成２２年 △９７５円 △０．２５％ ３．９５月 △０．２０月 △９８千円 △１．６％

平成２３年 △１，７４５円 △０．４６％ ３．９５月 － △３３千円 △０．５％

平成２４年 － － ３．９５月 － － －

平成２５年 － － ３．９５月 － － －

平成２６年 ８６３円 ０．２３％ ４．１０月 ０．１５月 ７０千円 １．２％

平成２７年 ７８７円 ０．２１％ ４．２０月 ０．１０月 ４９千円 ０．８％

平成２８年 ５２０円 ０．１４％ ４．３０月 ０．１０月 ４５千円 ０．８％

平成２９年 ４８９円 ０．１３％ ４．４０月 ０．１０月 ４５千円 ０．８％

平成３０年 ６２０円 ０．１７％ ４．４５月 ０．０５月 ２９千円 ０．５％

令和元年 ４１７円 ０．１２％ ４．５０月 ０．０５月 ２５千円 ０．４％

令和２年 － － ４．４５月 △０．０５月 △１９千円 △０．３２％

令和３年 － － ４．３０月 △０．１５月 △５５千円 △０．９２％

令和４年 ８６１円 ０．２４％ ４．４０月 ０．１０月 ５０千円 ０．８５％

令和５年 ３，５１５円 ０．９９％ ４．５０月 ０．１０月 ９５千円 １．６２％

令和６年 １０，１６４円 ２．８４％ ４．６０月 ０．１０月 ２０８千円 ３．５１％



８ 最近の給与水準（行政職）
本県の平成２１年から本年までの給与水準については下表のとおりです。

平均年齢
年間給与額 ラスパイレス指数

【給料の月額
国＝１００】改定前 改定後 改定額 改定率 参考値

平成２１年 ４３．１歳 ６，５１４千円 ６，３５７千円 △１５７千円 △２．４％ １０１．２ －

平成２２年 ４３．１歳 ６，２９３千円 ６，１９５千円 △９８千円 △１．６％ １０１．０ －

平成２３年 ４３．１歳 ６，１３６千円 ６，１０３千円 △３３千円 △０．５％ １００．７ －

平成２４年 ４３．０歳 ６，０３１千円 ６，０３１千円 － － １０８．０ ９９．８

平成２５年 ４２．９歳 ５，９７５千円 ５，９７５千円 － － １０７．３ ９９．２

平成２６年 ４３．０歳 ５，９６０千円 ６，０３０千円 ７０千円 １．２％ ９８．９ －

平成２７年 ４２．８歳 ５，９５８千円 ６，００７千円 ４９千円 ０．８％ ９８．１ －

平成２８年 ４２．５歳 ５，９３５千円 ５，９８０千円 ４５千円 ０．８％ ９８．５ －

平成２９年 ４２．４歳 ５，９３８千円 ５，９８３千円 ４５千円 ０．８％ ９８．５ －

平成３０年 ４２．３歳 ５，９５６千円 ５，９８５千円 ２９千円 ０．５％ ９８．２ －

令和元年 ４２．２歳 ５，９７５千円 ６，０００千円 ２５千円 ０．４％ ９８．２ －

令和２年 ４２．４歳 ６，００３千円 ５，９８４千円 △１９千円 △０．３２％ ９８．２ －

令和３年 ４２．２歳 ５，９５３千円 ５，８９８千円 △５５千円 △０．９２％ ９８．２ －

令和４年 ４２．１歳 ５，８７１千円 ５，９２１千円 ５０千円 ０．８５％ ９８．２ －

平成５年 ４１．８歳 ５，８６２千円 ５．９５７千円 ９５千円 １．６２％ ９８．２ －

令和６年 ４１．５歳 ５，９２５千円 ６，１３３千円 ２０８千円 ３．５１％ ー ー

※「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値である。


